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(別紙) 
 

北海道水利施設等保全高度化事業（畑地帯総合整備事業）実施事務取扱要領の一部改正 
（下線は改正部分）       

改正後 現行 備考 
 

制定 平成30年４月４日付け農地第12号農政部長通知 

最終改正 令和7年（2025年）10月1日付け農地第281号農政部長通知 

 

 

 水利施設等保全高度化事業（畑地帯総合整備事業）（以下「本事業」という。）の実施等

については、水利施設等保全高度化事業実施要綱（平成 30 年 3 月 30 日付け 29 農振第

2702 号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）及び水利施設等保全高度化事

業実施要領（平成 30 年 3 月 30 日付け 29 農振第 2703 号農林水産省農村振興局長通知。

以下「要領」という。）並びに農山漁村地域整備交付金実施要綱(平成 22 年４月１日付け

21 農振第 2453 号農林水産事務次官依命通知。)及び農山漁村地域整備交付金実施要領(平
成 22 年４月１日付け 21 生畜第 2045 号農林水産省生産局長通知・21 農振第 2454 号農林

水産省農村振興局長通知・21 林整計第 336 号林野庁長官通知・21 水港第 2724 号水産庁

長官通知。以下「交付金要領」という。)に定めるもののほか、この取扱要領の定めるとこ

ろによるものとする。 
 
第１章 基本事項 
 
第１ 対象事業 
 １～５ 〔略〕 
  
第２ 事業の計画等 
 １ 市町村長は、運用の第６及び交付金運用の第５の規定により、次に掲げる計画を作

成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日

までに総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）に提出するも

のとする。 
 （1）畑地帯総合整備型 
   ア 担い手育成対策 
     運用の第６の１の（１）のイ及び交付金運用の第５の１の(1)のイに規定する農    

業農村活性化計画（以下「活性化計画」という。） 
   イ 担い手支援対策 
     (ア）運用の第６の１の（２）のイ及び交付金運用の第５の１の（2）のイに規定       

 

制定 平成30年４月４日付け農地第12号農政部長通知 

最終改正 令和5年（2023年）６月27日付け農地第130号農政部長通知 

 

 

 水利施設等保全高度化事業（畑地帯総合整備事業）（以下「本事業」という。）の実施等

については、水利施設等保全高度化事業実施要綱（平成 30 年 3 月 30 日付け 29 農振第

2702 号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）及び水利施設等保全高度化事

業実施要領（平成 30 年 3 月 30 日付け 29 農振第 2703 号農林水産省農村振興局長通知。

以下「要領」という。）並びに農山漁村地域整備交付金実施要綱(平成 22 年４月１日付け

21 農振第 2453 号農林水産事務次官依命通知。)及び農山漁村地域整備交付金実施要領(平
成 22 年４月１日付け 21 生畜第 2045 号農林水産省生産局長通知・21 農振第 2454 号農林

水産省農村振興局長通知・21 林整計第 336 号林野庁長官通知・21 水港第 2724 号水産庁

長官通知。以下「交付金要領」という。)に定めるもののほか、この取扱要領の定めるとこ

ろによるものとする。 
 
第１章 基本事項 
 
第１ 対象事業 
 １～５ 〔略〕 
  
第２ 事業の計画等 
 １ 市町村長は、運用の第５及び交付金運用の第５の規定により、次に掲げる計画を作

成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の９月末日

までに総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長等」という。）に提出するも

のとする。 
 （1）畑地帯総合整備型 
   ア 担い手育成対策 
     運用の第５の１の（１）のイ及び交付金運用の第５の１の(1)のイに規定する農    

業農村活性化計画（以下「活性化計画」という。） 
   イ 担い手支援対策 
     (ア）運用の第５の１の（２）のイ及び交付金運用の第５の１の（2）のイに規定       
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改正後 現行 備考 
する畑地帯営農促進基本計画（運用の第２の１の(2)のオ及び交付金運用の第       

２の１の(2)のオに規定する単独営農用水並びにカに規定する単独水管理施

設を実施する場合を除く。以下「基本計画」という。） 
    （イ）運用の第６の１の(2)のウ及び交付金運用の第５の１の(2)のウに規定する不      

良土層関連保全計画（運用の第２の１の（2)のエ及び交付金運用の第２の１      

の（2)のエに規定する単独土層改良を実施する場合に限る。以下「保全計画」

という。） 
（2）畑地帯総合整備中山間地域型 
  ア～イ 〔略〕 

 
２ 総合振興局長等は、運用の第６及び交付金運用の第５の規定により、次に掲げる計

画を作成し、１により提出された計画と併せて、別記第２号様式により、本事業の採択を

希望する年度の前年度の 10 月末日までに農政部長に提出するものとする。 
（1）畑地帯総合整備型 

   ア 担い手育成対策 
     運用の第６の１の(1)のア及び交付金運用の第５の１の(1)のアに規定する畑地

帯農用地利用集積促進土地改良整備計画（以下「畑地帯集積促進整備計画」と

いう。） 
   イ 担い手支援対策 
     運用の第６の１の(2)のア及び交付金運用の第５の１の(2)のアに規定する畑地

帯農用地利用高度化促進土地改良整備計画（以下「高度化整備計画」という。） 

  （2）畑地帯総合整備中山間地域型 
     ア 担い手育成対策 
     第２の２の(1)のアに準ずるものとする。 
   イ  担い手支援対策 
     第２の２の(2)のイに準ずるものとする。 
（3）高収益作物導入促進型 

運用の第６の３の(2)に規定する高収益作物導入促進土地改良整備計画（以下「導入 
促進整備計画」という。） 

（4）高収益作物転換型 
   運用の第６の４の(2)に規定する導入促進整備計画 
（5）畑作物等転換型 

   運用の第６の５の(2)に規定する導入促進整備計画 
 
第３ 事業の達成状況報告等 
 １ 本事業の達成状況報告は次のとおりとする。 

(1）市町村長は、畑地帯総合整備型及び畑地帯総合整備中山間地域型（農業経営高度

する畑地帯営農促進基本計画（運用の第２の１の(2)のオ及び交付金運用の第       

２の１の(2)のオに規定する単独営農用水を実施する場合を除く。以下「基       

本計画」という。） 
    （イ）運用の第５の１の(2)のウ及び交付金運用の第５の１の(2)のウに規定する不      

良土層関連保全計画（運用の第２の１の（2)のエ及び交付金運用の第２の１      

の（2)のエに規定する単独土層改良を実施する場合に限る。以下「保全計画」      

という。） 
（2）畑地帯総合整備中山間地域型 
  ア～イ 〔略〕 

 
２ 総合振興局長等は、運用の第５及び交付金運用の第５の規定により、次に掲げる計

画を作成し、１により提出された計画と併せて、別記第２号様式により、本事業の採択を

希望する年度の前年度の 10 月末日までに農政部長に提出するものとする。 
（1）畑地帯総合整備型 

   ア 担い手育成対策 
     運用の第５の１の(1)のア及び交付金運用の第５の１の(1)のアに規定する畑地

帯農用地利用集積促進土地改良整備計画（以下「畑地帯集積促進整備計画」と

いう。） 
   イ 担い手支援対策 
     運用の第５の１の(2)のア及び交付金運用の第５の１の(2)のアに規定する畑地

帯農用地利用高度化促進土地改良整備計画（以下「高度化整備計画」という。） 

  （2）畑地帯総合整備中山間地域型 
     ア 担い手育成対策 
     第２の２の(1)のアに準ずるものとする。 
   イ  担い手支援対策 
     第２の２の(2)のイに準ずるものとする。 
（3）高収益作物導入促進型 

運用の第５の３の(2)に規定する高収益作物導入促進土地改良整備計画（以下「導入 
促進整備計画」という。） 

（4）高収益作物転換型 
   運用の第５の４の(2)に規定する導入促進整備計画 
（5）畑作物等転換型 

   運用の第５の５の(2)に規定する導入促進整備計画 
 
第３ 事業の達成状況報告等 
 １ 本事業の達成状況 

(1）市町村長は、畑地帯総合整備型及び畑地帯総合整備中山間地域型（農業経営高度
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改正後 現行 備考 
化支援事業を実施する場合に限る。）においては、本事業の達成状況を、生産基盤

整備事業等の完了年度の２月末日までに水利施設等保全高度化事業畑地帯総合

整備型（又は畑地地帯総合整備中山間地域型）（担い手育成対策）達成状況報告書

（別記第３号様式）により総合振興局長等に報告するものとする。 
(2) 市町村長は、畑地帯総合整備型（担い手育成対策）及び畑地帯総合整備中山間地

域（担い手育成対策）においては、本章の第２の１の（1）のアの活性化計画及び

第２章の第１の１の市町村高度化計画の達成状況を、生産基盤整備事業等に着手

した年度から目標年度までの毎年度、農業農村活性化計画達成状況報告書（別記

第４号様式）により翌年度の７月末日までに総合振興局長等に報告するものとす

る。 
(3) 市町村長は、高収益作物導入促進型においては、達成状況を、導入促進整備計画

又は産地形成促進事業計画に定める目標年度の２月末日までに水利施設等保全

高度化事業高収益作物導入促進型達成状況報告書（別記第５号様式）により総合

振興局長等に報告するものとする。 
(4) ア 市町村長は、高収益作物転換型においては、達成状況を導入促進整備計画に

定める目標年度の２月末日までに、水利施設等保全高度化事業高収益作物転換

型（畑作物等転換型）達成状況報告書（別記第６号様式）により総合振興局長

等に報告するものとする。 
イ 総合振興局長等が導入促進整備計画の達成状況が十分でないと認めるときは、

市町村長に対し、改善措置を講じるよう指導できるものとし、市町村長は指導

を受けたときは、高収益作物転換型（畑作物等転換型）における達成状況の改

善計画について（別記第７号様式）により改善計画を提出するとともに、改善

計画の目標年度までの毎年度、その達成状況を調査し、翌年度の７月末日まで

に、別記第６号様式により総合振興局長等に報告するものとする。 
(5) ア 市町村長は、畑作物等転換型においては、達成状況を導入促進整備計画に定

める目標年度の２月末日までに水利施設等保全高度化事業高収益作物転換型

（畑作物等転換型）達成状況報告書（別記第６号様式）により総合振興局長等

に報告するものとする。 
イ 総合振興局長等が導入促進整備計画の達成状況が十分でないと認めるときは、

市町村長に対し、改善措置を講じるよう指導できるものとし、市町村長は指導

を受けたときは、高収益作物転換型（畑作物等転換型）における達成状況の改

善計画について（別記第７号様式）により改善計画を提出するとともに、改善

計画の目標年度までの毎年度、その達成状況を調査し、翌年度の７月末日まで

に、別記第６号様式により総合振興局長等に報告するものとする。 
 

２ 〔略〕 
  

化支援事業を実施する場合に限る。）においては、本事業の達成状況を、生産基盤

整備事業等の完了年度の２月末日までに水利施設等保全高度化事業畑地帯総合

整備型（又は畑地地帯総合整備中山間地域型）（担い手育成対策）達成状況報告書

（別記第４号様式）により総合振興局長等に報告するものとする。 
(2) 市町村長は、畑地帯総合整備型（担い手育成対策）及び畑地帯総合整備中山間地

域（担い手育成対策）においては、本章の第２の１の（1）のアの活性化計画及び

第２章の第１の１の市町村高度化計画の達成状況を、生産基盤整備事業等に着手

した年度から目標年度までの毎年度、農業農村活性化計画達成状況報告書（別記

第５号様式）により翌年度の７月末日までに総合振興局長等に報告するものとす

る。 
(3) 市町村長は、高収益作物導入促進型においては、達成状況を、導入促進整備計画

又は産地形成促進事業計画に定める目標年度の２月末日までに水利施設等保全

高度化事業高収益作物導入促進型達成状況報告書（別記第３号様式）により総合

振興局長等に報告するものとする。 
(4) ア 市町村長は、高収益作物転換型においては、達成状況を導入促進整備計画に

定める目標年度の２月末日までに、水利施設等保全高度化事業高収益作物転換

型（畑作物等転換型）達成状況報告書（別記第 25 号様式）により総合振興局

長等に報告するものとする。 
イ 総合振興局長等が導入促進整備計画の達成状況が十分でないと認めるときは、

市町村長に対し、改善措置を講じるよう指導できるものとし、市町村長は指導

を受けたときは、高収益作物転換型（畑作物等転換型）における達成状況の改

善計画について（別記第 26 号様式）により改善計画を提出するとともに、改

善計画の目標年度までの毎年度、その達成状況を調査し、翌年度の７月末日ま

でに、別記第 25 号様式により総合振興局長等に報告するものとする。 
(5) ア 市町村長は、畑作物等転換型においては、達成状況を導入促進整備計画に定

める目標年度の２月末日までに水利施設等保全高度化事業高収益作物転換型

（畑作物等転換型）達成状況報告書（別記第 25 号様式）により総合振興局長

等に報告するものとする。 
イ 総合振興局長等が導入促進整備計画の達成状況が十分でないと認めるときは、

市町村長に対し、改善措置を講じるよう指導できるものとし、市町村長は指導

を受けたときは、高収益作物転換型（畑作物等転換型）における達成状況の改

善計画について（別記第 26 号様式）により改善計画を提出するとともに、改

善計画の目標年度までの毎年度、その達成状況を調査し、翌年度の７月末日ま

でに、別記第 25 号様式により総合振興局長等に報告するものとする。 
 

２ 〔略〕 
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改正後 現行 備考 
第２章 農業経営高度化支援事業関係（実施要領別表２及び交付金運用の別表の各区分欄

の４） 
第１ 事業の計画等 
１  市町村長は、農業経営高度化支援事業（以下「高度化支援事業」という。）を実施

する場合又は実施しようとする土地改良区、農業協同組合若しくは農地所有適格法

人等がある場合は、市町村産地形成促進事業計画（別記第８号様式）又は、市町村

高度化計画（別記第９号様式）を作成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択

を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等に提出するものとする。 
また、市町村産地形成促進事業計画又は、市町村高度化計画は、次の要件を満た

すものとする。 
(1) 高度土地利用調整事業のうち、調査・調整事業（以下「調整事業」という。）

を実施する場合は、畑地帯総合整備型（担い手育成対策）及び畑地帯総合整備中

山間地域型（担い手育成対策）においては運用の第５の１の(1)のイ又は交付金運

用の第４の１の(1)のイに規定する要件を満たすものであること。 
(2) 農業経営高度化促進事業（農山漁村地域整備交付金にあっては中心経営体農地

集積促進事業）（以下「促進事業」という。）の産地形成促進事業を実施する場合

は、運用の第５の３の(2)のウ、中心経営体農地集積促進事業を実施する場合は、

運用の第５の１の(1)のウ又は交付金運用の第４の１の(1)のウに規定する要件を

満たすものであること。 
(3)  〔略〕 
 

２  北海道土地改良事業団体連合会会長又は、土地改良区理事長は、指導事業を実施

しようとする場合は、水利施設等保全高度化事業（農業経営高度化支援事業（指導

事業））事業計画（別記第 11 号様式）を作成し、別記第 10 号様式に添えて、事業

の実施を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等に提出するもの

とする。ただし、複数の総合振興局又は振興局の区域を対象として事業を行う場合

は、農政部長に提出するものとする。 
３ 〔略〕 
４  総合振興局長等は高収益作物導入促進型にあって、１の市町村産地形成促進事業

計画若しくは２の事業計画を受理したとき又は３の通知を受けたときは、高収益作

物導入促進土地改良整備計画との整合性を確認の上、運用の第６の６の(3)のイに規

定する産地形成促進事業計画を作成し、市町村産地形成促進事業計画と併せて、別

記第２号様式により、本事業の採択を希望する年度の前年度の 10 月末日までに農

政部長に提出するものとする。 
 
 
 

第２章 農業経営高度化支援事業関係（実施要領別表２及び交付金運用の別表の各区分欄

の４） 
第１ 事業の計画等 
１  市町村長は、農業経営高度化支援事業（以下「高度化支援事業」という。）を実施

する場合又は実施しようとする土地改良区、農業協同組合若しくは農地所有適格法

人等がある場合は、市町村産地形成促進事業計画（別記第６号様式）又は、市町村

高度化計画（別記第７号様式）を作成し、別記第１号様式に添えて、本事業の採択

を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等に提出するものとする。 
また、市町村産地形成促進事業計画又は、市町村高度化計画は、次の要件を満た

すものとする。 
(1) 高度土地利用調整事業のうち、調査・調整事業（以下「調整事業」という。）

を実施する場合は、畑地帯総合整備型（担い手育成対策）及び畑地帯総合整備中

山間地域型（担い手育成対策）においては運用の第４の１の(1)のイ又は交付金運

用の第４の１の(1)のイに規定する要件を満たすものであること。 
(2) 農業経営高度化促進事業（農山漁村地域整備交付金にあっては中心経営体農地

集積促進事業）（以下「促進事業」という。）の産地形成促進事業を実施する場合

は、運用の第４の３の(2)のウ、中心経営体農地集積促進事業を実施する場合は、

運用の第４の１の(1)のウ又は交付金運用の第４の１の(1)のウに規定する要件を

満たすものであること。 
(3)  〔略〕 
 

２  北海道土地改良事業団体連合会会長又は、土地改良区理事長は、指導事業を実施

しようとする場合は、水利施設等保全高度化事業（農業経営高度化支援事業（指導

事業））事業計画（別記８号様式）を作成し、別記第９号様式に添えて、事業の実施

を希望する年度の前年度の９月末日までに総合振興局長等に提出するものとする。

ただし、複数の総合振興局又は振興局の区域を対象として事業を行う場合は、農政

部長に提出するものとする。 
３ 〔略〕 
４  総合振興局長等は高収益作物導入促進型にあって、１の市町村産地形成促進事業

計画若しくは２の事業計画を受理したとき又は３の通知を受けたときは、高収益作

物導入促進土地改良整備計画との整合性を確認の上、運用の第５の６の(3)のイに規

定する産地形成促進事業計画を作成し、市町村産地形成促進事業計画と併せて、別

記第２号様式により、本事業の採択を希望する年度の前年度の 10 月末日までに農

政部長に提出するものとする。 
 
 
 

 
 
 
 
 
番号の修正 
番号の修正 
 
 
 
 
 
 
項番の修正 
 
 
項番の修正 
項番の修正 
 
 
 
 
 
番号の修正 
 
 
 
 
 
 
項番の修正 
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改正後 現行 備考 
５ 畑地帯総合整備型及び畑地帯総合整備中山間地域型にあっては、総合振興局長等

は１の市町村高度化計画若しくは２の事業計画を受理したとき又は３の通知を受け

たときは、活性化計画及び畑地帯集積促進整備計画との整合性を確認の上、運用の第

６の６の(3)のア及び交付金運用の第５の１の(1)のウに規定する農業経営高度化計画

を作成し、市町村高度化計画と併せて、別記第２号様式により、本事業の採択を希望

する年度の前年度の 10 月末日までに農政部長に提出するものとする。 
６ 〔略〕 
７ 要領別記 1（事業の実施に係る共通運用）（以下「共通運用」とする。）の第２の

３の(4)又は交付金運用の第２の３の(３)のエの規定により、生産基盤整備事業等の

開始年度の前々年度又は前年度から調整事業を実施する場合は、次のとおりとす

る。 
(1) 市町村長は、調整事業（土地改良区、農業協同組合又は農地所有適格法人等

が実施する場合を含む。）を実施する年度の前年度の２月末日までに、水利施

設等保全高度化事業（農業経営高度化支援事業（調査・調整事業））先行実施調

書（別記第 12 号様式）を総合振興局長等に提出すること。 
(2) 〔略〕 
(3) 調整事業の実施主体は、生産基盤整備事業等の開始年度の前々年度又は前年

度に行った調整事業の実績について、実施した年度ごとに調査・調整事業先行

地区実績報告書（別記第 13 号様式）を翌年度の４月末日までに総合振興局長

等に提出すること。 
８ 促進事業を実施する場合は次のとおりとする。 
  （１）市町村長又は土地改良区理事長は、補助金の交付を希望する前年度の３月末

日までに次に掲げる書類を添えて水利施設等保全高度化事業（農業経営高度

化促進事業）実績報告書（別記第 14 号様式）を総合振興局長等に提出する

ものとする。 
ア 農業経営高度化促進事業（産地形成促進事業）実績書（別記第 15 号様式） 
イ 農業経営高度化促進事業（中心経営体農地集積促進事業）集積等実績書（別

記第 16 号様式） 
ウ 農業経営高度化促進事業補助金に係る使途計画書（別記第 17 号様式） 
なお、市町村が土地改良区等に交付する場合にあっては、上記イを土地改良

区等から徴し、その写しを総合振興局長等に提出するものとする。 
  （２） 〔略〕 
 
第２ 助成                                                                      

１～２ 〔略〕 
 
 

５ 畑地帯総合整備型及び畑地帯総合整備中山間地域型にあっては、総合振興局長等

は１の市町村高度化計画若しくは２の事業計画を受理したとき又は３の通知を受け

たときは、活性化計画及び畑地帯集積促進整備計画との整合性を確認の上、運用の第

５の６の(3)のア及び交付金運用の第５の１の(1)のウに規定する農業経営高度化計画

を作成し、市町村高度化計画と併せて、別記第２号様式により、本事業の採択を希望

する年度の前年度の 10 月末日までに農政部長に提出するものとする。 
６ 〔略〕 
７ 要領別記 1（事業の実施に係る共通運用）（以下「共通運用」とする。）の第２の

３の(4)又は交付金運用の第２の３の(３)のエの規定により、生産基盤整備事業等の

開始年度の前々年度又は前年度から調整事業を実施する場合は、次のとおりとす

る。 
(1) 市町村長は、調整事業（土地改良区、農業協同組合又は農地所有適格法人等

が実施する場合を含む。）を実施する年度の前年度の２月末日までに、水利施

設等保全高度化事業（農業経営高度化支援事業（調査・調整事業））先行実施調

書（別記第 10 号様式）を総合振興局長等に提出すること。 
(2) 〔略〕 
(3) 調整事業の実施主体は、生産基盤整備事業等の開始年度の前々年度又は前年

度に行った調整事業の実績について、実施した年度ごとに調査・調整事業先行

地区実績報告書（別記第 11 号様式）を翌年度の４月末日までに総合振興局長

等に提出すること。 
８ 促進事業を実施する場合は次のとおりとする。 
  （１）市町村長又は土地改良区理事長は、補助金の交付を希望する前年度の３月末

日までに次に掲げる書類を添えて水利施設等保全高度化事業（農業経営高度

化促進事業）実績報告書（別記第 12 号様式）を総合振興局長等に提出する

ものとする。 
ア 農業経営高度化促進事業（産地形成促進事業）実績書（別記第 13 号様式） 
イ 農業経営高度化促進事業（中心経営体農地集積促進事業）集積等実績書（別

記第 14 号様式） 
ウ 農業経営高度化促進事業補助金に係る使途計画書（別記第 15 号様式） 
なお、市町村が土地改良区等に交付する場合にあっては、上記イを土地改良

区等から徴し、その写しを総合振興局長等に提出するものとする。 
  （２） 〔略〕 

 
第２ 助成                                                                      

１～２ 〔略〕 
 
 

 
 
 
項番の修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
番号の修正 
 
 
 
番号の修正 
 
 
 
 
番号の修正 
 
番号の修正 
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改正後 現行 備考 
第３章 農業生産基盤整備附帯事業及び営農環境整備事業（うち土地改良法（昭和 24 年

法律第 195 号）に基づく土地改良事業以外の事業として実施するもの）関係（要

領別表２の区分欄の２、３及び６並びに交付金運用の別表の区分欄の２、３及び

５） 
第１ 事業の施行申請 

１ 市町村長は、要領別表２の区分欄の２、３及び６並びに交付金運用の別表の区分欄

の２、３及び５（うち土地改良法による土地改良事業以外の事業として実施するも

の）に規定する事業の施行を総合振興局長等に申請できるものとし、申請を行う場

合は、次に掲げる書類を添えて道営水利施設等保全高度化事業施行申請書（別記第

18 号様式）を総合振興局長等に提出するものとする。 
(1) 道営水利施設等保全高度化事業（畑地帯総合整備事業）計画概要表（別記第 19

号様式） 
(2) 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等（別記第 20 号様式） 
(3) 負担金納入について（別記第 21 号様式） 
(4) 造成施設の維持管理について（別記第 22 号様式） 
(5) 施設用地の調達方法（別記第 23 号様式） 
(6) 別記１に記載の受益地を特定する施設等については次の書類を併せて提出する

ものとする。 
ア 施行申請同意書（別記第 24 号様式） 
イ 土地権利調書（別記第 25 号様式） 

(7) 〔略〕 
２～３ 〔略〕 

 
第２ 
１ 総合振興局長等は、第１の３の規定により施行申請の内容を適当と認めたときは、

事業計画の作成を行うものとする。 
２ 総合振興局長等は、事業を実施しようとする場合は、市町村長と協議の上、事業計

画を決定し、次に掲げる書類を添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の 10
月末日までに農政部長に提出するものとする。 

（１）道営水利施設等保全高度化事業（畑地帯総合整備事業）計画概要表（別記第 19
号様式） 

（２）負担金納入について（別記第 21 号様式） 
（３）造成施設の維持管理について（別記第 22 号様式） 
（４）計画概要図 

第３ 〔略〕 
 
 

第３章 農業生産基盤整備附帯事業及び営農環境整備事業（うち土地改良法（昭和 24 年

法律第 195 号）に基づく土地改良事業以外の事業として実施するもの）関係（実

施要領別表２の区分欄の２、３及び５並びに交付金運用の別表の区分欄の２、３

及び５） 
第１ 事業の施行申請 

１ 市町村長は、実施要領別表２の区分欄の２、３及び５並びに交付金運用の別表の区

分欄の２及び３（うち土地改良法による土地改良事業以外の事業として実施するも

の）に規定する事業の施行を総合振興局長等に申請できるものとし、申請を行う場

合は、次に掲げる書類を添えて道営水利施設等保全高度化事業施行申請書（別記第

16 号様式）を総合振興局長等に提出するものとする。 
(1) 道営水利施設等保全高度化事業（畑地帯総合整備事業）計画概要表（別記第 17

号様式） 
(2) 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等（別記第 18 号様式） 
(3) 負担金納入について（別記第 19 号様式） 
(4) 造成施設の維持管理について（別記第 20 号様式） 
(5) 施設用地の調達方法（別記第 21 号様式） 
(6) 別記１に記載の受益地を特定する施設等については次の書類を併せて提出する

ものとする。 
ア 施行申請同意書（別記第 22 号様式） 
イ 土地権利調書（別記第 23 号様式） 

(7) 〔略〕 
２～３ 〔略〕 

 
第２ 
１ 総合振興局長等は、第１の３の規定により施行申請の内容を適当と認めたときは、

事業計画の作成を行うものとする。 
２ 総合振興局長等は、事業を実施しようとする場合は、市町村長と協議の上、事業計

画を決定し、必要な書類を添えて、本事業の採択を希望する年度の前年度の 10 月

末日までに農政部長に提出するものとする。 
（新設） 
 
 
 
 

第３ 〔略〕 
 
 

 
字句の削除 
 
 
 
字句の削除 
項番の修正 
字句の修正 
 
番号の修正 
番号の修正 
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番号の修正 
番号の修正 
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改正後 現行 備考 
第４ 新たに土地改良法以外の事業を追加する場合の扱い 
 １ 〔略〕 
 ２  農政部長は、前項により総合振興局長等から提出があった関係書類の内容を適当

と認めるときは、土地改良法に基づかない道営水利施設等保全高度化事業計画につ

いて（別記第 26 号様式）により、総合振興局長等に通知するものとする。 
 ３ 〔略〕 
 
第５ 事業計画の変更 
 １～５ 〔略〕 
 
第６ 環境に係る情報協議会 
 １～２ 〔略〕 
 
第７ 費用の負担 〔略〕 
 
第８ 財産の譲与 〔略〕 
 
第９ その他 〔略〕 
 
附 則 〔略〕 
 
附 則 
 １ この取扱要領は令和 7 年(2025 年)10 月 1 日から施行する。 
 ２ この取扱要領の施行前の取扱はなお従前の例による。  
 
別記１  〔略〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４ 新たに土地改良法以外の事業を追加する場合の扱い 
 １ 〔略〕 
 ２  農政部長は、前項により総合振興局長等から提出があった関係書類の内容を適当

と認めるときは、土地改良法に基づかない道営水利施設等保全高度化事業計画につ

いて（別記第 24 号様式）により、総合振興局長等に通知するものとする。 
 ３ 〔略〕 
 
第５ 事業計画の変更 
 １～５ 〔略〕 
 
第６ 環境に係る情報協議会 
 １～２ 〔略〕 
 
第７ 費用の負担 〔略〕 
 
第８ 財産の譲与 〔略〕 
 
第９ その他 〔略〕 
 
附 則 〔略〕 
 
（新設） 
 
 
 
別記１  〔略〕 
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